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3．HIV感染症の現状
（臨床検査医学）
○山元泰之
　HIV感染症／AIDSが公式に世界に登場してから20
数年が経過した。最初の報告は、MMWRというアメ
リカの公衆衛生関係の雑誌の1981年6月5日号で
あった。その報告で提示されたのは、男性同性愛者に
おける5例のカリニ肺炎例の症例であった。カリニ肺
炎は20年を経た現在でも、HIV感染症の最も重要な
疾患であり続けている。初報告のあとの10年は、パ
ニックや偏見、スティグマ（烙印）、怒り、悲しみの歴
史であり、感染症治療そのものも不確実な時代であっ
たことから、先進国においても、患者は悲惨な状況に
あった。サイトメガロウイルスに対する薬はなく、非
定型抗酸菌症に対する治療薬もなかった。諦めと敗北
の時代が続いていた。
　しかし、1996年に至り、プロテアーゼ阻害薬という
薬剤の登場、そして多剤併用療法の工夫により劇的な
変化が訪れた。HIV感染症を診る主要病院では、1994
～1995年には10～20名前後が死亡していたが1997
年以降では、主要病院の患者数は激増しているにも関
わらず年間一桁台の死亡で済んでいる。
　しかし、治療の進歩や患者を取り巻く環境の整備、
偏見の減少、病に立ち向かう施策・方法論の改善は一・
部先進国のみのものである。2003年末現在、世界に
3，400～4，600万人生存していると推定されている感染
者の90％以上は、20年前と変わらない、いやむしろ20
年前よりも劣悪な環境の下に置かれていると言って
も過言ではない。
日本と本院における状況
　厚生労働省エイズ動向委員会の調査では、HIV感染
者数の増加は「等差級数的」で近年若干「等比級数的」
な下に凸の曲線様の伸びになりつつある（図1）。東京
医科大学病院でも、新規患者数は70～80名／年前後で
等差級数的な増加を示していた。しかし、この数年間
での前年比増加数は10数名ずつではあるが等比級数
的増加傾向を示しつつある。現在までにHIV感染者
として受診し診療録を作成した患者数は約600例に
及ぶが、300二目の診療録作成は2㎜年9月であり、
約半数がこの2～3年の新規受診者で占められてい
る。都内にHIV診療拠点病院は43あるが、実際に
HIV／AIDS医療を提供している病院は2－3割であり、
特定の病院にHIV感染患者が集中することも患者増
の一つの要因となっている。
　当院の特徴として、新規受診丁丁に占める保健所・
検査相談室経由の患者割合が多いことが挙げられる。
約4割がこれらの検査施設からの紹介であり、いわゆ
る「自発検査」である。残りの2割は院内他科からの
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図1厚生労働省エイズ発生動向調査（2003年12月31日現在）
　　HIV感染者報告数の年次推移
　　一性・国籍別一
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紹介、2割は他院；主として拠点病院からの紹介であ
る（図2）。また患者の7－8割はHomosexualであるが、
初診時にはSexualityを明らかにすることを躊躇うこ
とが多い（図3）。
院内他科からの紹介
　当院では、他の大規模HIV診療病院に比べて、院内
でHIV感染症が判明する率が高い。これは新宿区、中
野区近辺の地域を診療圏としていることが大きいが、
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435名の性感染者のうち
　Homosexual　336（77．20／o）．　Bisexual　11
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Heterosexual　83（19．1％）、不明・非開示5
図3　当院における新規HIV感染受診者動向
長年のHIV診療実績から、多数の初診科の医療者の
診断能力が高くなっていることが影響しているもの
と思われる。
　初診時に対応した科を頻度順に列記すると皮膚科、
血液内科、呼吸器内科、耳鼻咽喉科、消化器内科、救
命救急部、眼科などである。HIV感染判明時にその
きっかけとなった病態として多いのはニューモシス
ティス肺炎（従来のカリニ肺炎）、梅毒関連疾患、急性
期伝染性単核球症様症状、アメーバ性肝膿瘍、カンジ
ダ症、不明熱などである（図4）。
　近年の抗HIV療法の進歩、感染症治療薬の進歩な
どにより死亡率は激減しているが、重症のニューモシ
スティス肺炎やサイトメガロウイルス感染症などを
重複して発症している場合治療に難渋し不幸な転帰
となる例もみられる。いわゆるfu11　blown　AIDS症例
であるが、そうした症例の既往歴を確認すると、A型
肝炎、B型肝炎、梅毒、ヘルペスウイルス感染症など
の性行為感染症、あるいは帯状庖疹発症歴などがみら
れることが多い。間質性肺炎や不明熱症例を診る際に
前記のような既往歴が認められた場合には速やかに
HIV抗体の検査を勧めるべきと思われる。またこのよ
うな性行為感染症を認めた場合にもHIV抗体の検査
推奨がなされるべきであろう。
抗HIV療法の進歩
　現在までに、核酸系・非核酸系逆転写酵素阻害剤と
プロテアーゼ阻害剤と呼ばれる3系統の抗HIV薬が
開発・上梓されてきた。現在日本国内で使用可能な薬
剤は商標数で19薬剤である（表1）。この中から3～4
種類の薬剤を組み合わせることでHIVの増殖をかな
りの程度まで制御することが可能となった。抗HIV
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表1　国内で使用可能な抗HIV薬（2004年ll月現在）
種　　類 系　　統 一　般　名 略　　語 商 標 薬価収載年月
ジドブジン ZDV（AZT）レトロビル 1987／9
ジダノシン ddI ヴァイデックス 1992／6
ザルシタビン ddC ハイビッド 1996／4
核酸系 サニルブジン d4T ゼリット 1997／7
逆転写酵素 ラミブジン 3TC エピビル 1997／2
阻害剤 ジドブジン十ラミブジン コンビビル 1999／6
アバカビル ABC ザイアジェン 1999／9
エファビレンツ EFV ストックリン 1999／9
非核酸系 ネビラピン NVP ビラミューン 1998／ll
デラビルジン DLV レスクリプター 2000／1
ヌクレ二三イド系 テノホビル TDF ビリアード 2004／4
サキナビルHGC／SGCSQV・FTVインビラーゼ／フォートベイス 1997／9・2000／5
リトナビルSGC RTV ノービアソフト 1999／9
インジナビル IDV クリキシバン 1997／4
プロテアーゼ阻害剤 ネルフィナビル NFV ビラセプト 1998／3
アンプレナビル APV プローゼ 1999／9
ロピナビルr LPVr カレトラ 2000／12
アタザナビル ATV レイアタッツ 2003／12
薬を多剤併用して行う治療はHAART（Highly　Active
Anti－retroviral　Therapy）ともいい、こうした療法の普
及により、HIV感染症の予後は飛躍的に改善し、　HIV
感染症は慢性感染症と考えられるようになってきて
いる。
　抗HIV療法（HAART）が奏功するためには、服薬
率が95％以上あることが望ましいことがこれまでに
判っている。HIVは体内で1日に10億から100億ビ
リオン産生され、複製時のエラー＝変異も起きやす
い。このため薬剤の血中濃度が不十分な時間帯がある
と、HIVの増殖に伴って薬剤耐性HIVが容易に産生
され治療の失敗を招くこととなる。
　現在抗HIV療法薬は1日1回投与が可能になって
きているが、長期にわたる服薬の維持は困難を極める。
服薬行動の失敗は自己効力感低下を招き、受診中断に
つながることもしぼしばである。服薬維持を容易にす
る条件は、100人100様であるが、治療薬剤選定時から
患者の主体的決定が保障されているということが最
低限の条件である。
　また中長期に抗HIV療法を継続するなかで、免疫
機能の回復が得られたとしても、その他の機能障害が
もたらされる場合があることが判明してきている。そ
の最も重要で代表的なものが、脂肪分布異常と代謝障
害である。脂肪分布異常／リポジストロフィーと呼ば
れる身体徴候は、顔面、四肢の皮下脂肪減少；静脈の
浮き上がり、体幹脂肪増加、胸囲の増大、後頚部脂肪
増大などを特徴とする。血液検査上の異常として高コ
レステロール血症、高中性脂肪血症、耐糖能障害、イ
ンスリン抵抗性、糖尿病などが診られる場合もあり、
将来的な心血管疾患、脳梗塞などの発症増が懸念され
ている。
おわりに
　国立社会保障・人口問題研究所の推計では、2010年
にはHIV／AIDS患者数は、現在の約5倍、すなわち5－
6万人にのぼるとされている。その推計が現実のもの
となるかは定かではないが少なくとも患者数の減少
につながるような施策はとられていない。このような
状況下では、HIV感染症に関連しうる病態を持つ患者
には早期に抗HIV抗体検査を勧奨することが医療者
の責務であろう。
（　18　）
